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ま え が き 

 

本書は、公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会(ＪＩＬＳ)が、主に、

2017 年度に実施した調査成果や収集した統計資料を集約し、一冊に編集したもの

です。 

わが国の現状は、少子高齢化や人口減少に起因する消費低迷、雇用や労働環境

問題、都市と地方の経済格差の拡大等々の政策的課題が山積しております。 

経済活動においては、グローバル化やアウトソーシングの進展、ＥＣの急激な成

長に伴い産業構造が大きく変化し、ロジスティクスが担うべき役割が更に重要と

なっております。 

特に、トラックドライバーや物流作業者不足の問題は深刻化し、経済成長や国

民生活の視点から社会問題化しております。一方、IoT、ビックデータ、人工知能

等の新技術が実用化の段階を迎えており、各産業分野においてその技術を効果的

に活用するためのビジネスのあり方やモデルの変革が模索されています。 

このような状況に的確に対処していくには、総合的な理解と展望をもつ必要が

あり、それには、多面的な基礎調査の集積と活用が不可欠であります。 

当協会は 1992 年の設立以来、調査・研究・開発は、公益法人のきわめて重要な

機能ひとつであるとの認識のもとに、自主事業・共同研究・受託事業・請負事業・

公募事業などさまざまなプロジェクトを実施し、それぞれの活動成果を報告書に

取りまとめるとともに、可能なかぎり機関誌やホームページで公開し、広く情報

発信してまいりました。 

これらのプロジェクトを実施するにあたり、アンケートやヒアリングにご協力

くださった会員各社、ご尽力いただいた委員各位に心より感謝申しあげます。 

各調査・統計資料等のエッセンスを取りまとめた本冊子を、簡便なレファレン

ス用の資料としてご活用いただければ幸いです。 

 

2018 年 2月 

公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会 

     ＪＩＬＳ総合研究所 
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資料：財務総合政策研究所、「財政金融統計月報」各号をもとに作成 

資料：財務総合政策研究所「財政金融統計月報」、総務省「日本統計年鑑」をもとに作成 
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資料：財務総合政策研究所、「財政金融統計月報」各号をもとに作成 
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資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」（2016 年度実績）をもとに作成 
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注：売上高は全数調査または推計値ではなく、回答企業データの集計値である。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」（2016 年度実績）をもとに作成 
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資料：環境省「環境統計集」をもとに作成（エネルギー消費によるもの） 

 資料：環境省「環境統計集」および次ページ図表８をもとに作成。 
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資料：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1991～

2016 年度）確報値)」をもとに作成。  
http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/nir/nir-j.html 

 

資料：国土交通省「交通関連統計資料集」をもとに作成。http://www.mlit.go.jp/statistics/kotsusiryo.html 
注１：2010 年度より、「自動車輸送統計年報」の調査方法及び集計方法を変更しており、09 年度以前の数

値とは連続しない。 

注２：2011 年度以降の自動車については、営業用と自家用の内訳が未掲載のため、合計値のみを掲載する。 
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資料：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2018」 
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資料：国土交通省「交通関係統計資料集」等をもとに作成。 

 

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査（全国調査／年次年報） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/OtherList.do?bid=000001011159&cycode=7 

注：常用労働者１人平均月間現金給与額を総実労働時間で割ったもの。なお、産業分類の変更により、 

年によって対象としている産業が変更されている。 



 

 

 

第１編  本    論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 

１．調査の目的 

 物流コストの低減は、マクロ的には物価の安定に寄与するとともに、ミクロ的

には企業経営の根本課題として認識され、きわめて重要な意義をもっている。し

かし、物流コストの全容に関して公にされたデータは限られており、有価証券報

告書に記載された支払運賃など、物流にかかわる費用の一部を集計した不完全な

資料にとどまっているのが現状である。 

 本調査は、このような状況のもと、通商産業省(現 経済産業省)の『物流コスト

算定活用マニュアル』に準拠して物流コストの実態把握を行うとともに、文献調

査や国際比較など、多面的な調査により日本の物流コストに関する総合的な基礎

データを蓄積することを目的として実施したものである。 

 

 

主な調査内容 

調査内容 概 要 

①ミクロ物流コスト 

（企業物流コスト） 

荷主企業（子会社を含む）を対象としたアンケートをベース

に、回答企業の売上高物流コスト比率の平均値などを整理

したもの。主として2016年度の実績値が対象となる。 

②物流コスト削減策 企業の物流コスト削減策（効率化策）の実施状況についての

アンケート結果を整理したもの。また、企業ヒアリングを通

じて効率化の取り組み状況を把握したもの。 

③ミクロ物流コスト等の

動向（定性調査） 

物流コストなどの動向(増えているか、減っているか)を簡

易な質問項目で定性調査したもの。直近（2017年度）の実績

と2018年度の予想値を把握するためにアンケートを実施。

2016年度の値上げ要請の有無、値上げ要請に対する応否や

懸念事項などについても把握した。 

④マクロ物流コスト 国民経済的観点から、我が国全体の物流コストを、マクロ統

計から推計したもの。統計の公表にタイムラグがあるため、

2015年度までが対象となる。 

⑤海外の物流コスト 

（国際比較） 

ミクロ物流コスト、マクロ物流コストの国際比較を行った

もの。 
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２．調査の結果 

2.1 ミクロ物流コスト（企業物流コスト） 

 

１）売上高物流コスト比率の推移 

2017 年度調査 における売上高物流コスト比率（全業種）は 4.66％であった。

図表 1 は、売上高物流コスト比率の長期的な推移を示したものである。売上高物

流コスト比率は近年、おおむね 5％弱の水準で推移してきたが、2016 年度調査に

おいて労働力不足などを理由に売上高物流コスト比率は大きく上昇した（＋0.34

ポイント）。今回の 2017 年度調査では再び減少に転じ、以前の水準に戻った。 

物流コスト調査の回答企業の半数以上は JILS 会員であり、既に高いレベルで

物流コスト削減に取り組んでいる企業が多いと思われる。2016 年度調査では急激

な環境変化により、売上高物流コスト比率を上昇させた企業が多かったが、2017

年度調査ではたゆまぬ企業努力により、売上高物流コスト比率を元の水準に戻し

たと考えられる。 

また、回答企業の売上高が、売上高物流コスト比率に与える影響も無視できな

い。企業の業績改善により、物流コストの伸び以上に、売上高が拡大し、結果と

して今年度調査における売上高物流コスト比率の低下につながった可能性もある。 

 

図表１ 売上高物流コスト比率の推移（全業種） 

 

２）物流コストにおける各種構成比 

次ページの図表 2 は、業種大分類別にみた物流コストの物流機能別構成比、物

流コストの支払い形態別構成比を示している。 
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全業種における物流コストの物流機能別構成比は、輸送費が 55.4％、保管費が

16.6％、その他（包装費、荷役費、物流管理費）が 28.0％である。輸送費の割合

は、製造業では 59.9％、卸売業では 41.2％、小売業では 48.5％である。 

全業種における物流コストの支払い形態別構成比は、支払い物流費（自家物流

費以外の合計）が 83.5％である。内訳は、物流専業者に対する支払い物流費（対

物流専業者支払い分）などが 73.2％、物流子会社に対する支払い物流費（対物流

子会社払い分）が 10.3％、自家物流費が 16.5％である。 

 

図表２ 物流コストの構成比  

 

  (1) 物流コストの物流機能別構成比 

 

  (2) 物流コストの支払い形態別構成比 

 

３）２年連続回答企業を対象とした売上高物流コスト比率の推移 

 図表３は、2016 年度調査結果と 2017 年度調査結果より、２年連続回答企業（168

社。集計対象は製造業、卸売業、小売業、その他）における売上高物流コスト比

率、物流コスト、及び、売上高の変化を示している。 

売上高物流コスト比率が上昇した企業は 98 社(58.3％)、低下した企業は 70 社

(41.7％)である。 
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図表３ 連続回答企業の売上高物流コスト比率、物流コスト、売上高の推移 

 

図表４は、2016 年度、及び、2017 年度の回答状況より、回答企業を①２年連続

で回答した企業、②2017 年度調査のみ回答した企業、③2016 年度調査のみ回答し

た企業の３グループに分け、それぞれの売上高物流コスト比率（平均値）を示し

ている。 

 

図表４ 売上高物流コスト比率の内訳の増減（全業種） 

  

2016年度調査（ａ） 2017年度調査（ｂ）

4.97％ 4.66％ -0.31

（回答企業数＝221） （回答企業数＝219） ﾎﾟｲﾝﾄ

① 2016年度調査および2017年度調査 4.61％ 4.66％ 0.05

に回答した企業（２年連続回答企業） （回答企業数＝168） （回答企業数＝168） ﾎﾟｲﾝﾄ

② 2016年度調査のみ回答した企業 5.79％ －

（回答企業数＝48）

③ 2017年度調査のみ回答した企業 4.70％ ﾎﾟｲﾝﾄ

（新規回答企業） （回答企業数＝45）

売上高物流コスト比率

全サンプル
低下
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-1.09
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（ｂ）－（ａ）
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2.2 物流コスト削減策 

 

１）物流コスト削減策の実施状況 

過去１年程度の間に取り組んだ物流コスト削減策について、選択肢から複数

選択で回答を得た結果が図表５である。 

 

図表５ 実施した物流コスト削減策（全業種） 
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2.3 ミクロ物流コスト等の動向（定性調査） 

 

１）値上げ要請の動向 

 今年度は、2017 年度における値上げ要請の動向について質問した。値上げ要

請の有無については、回答企業（218 社）のうち 71.6％から要請を受けたとの

回答を得た（図表６）。値上げを要請された主なコストの種類については輸送

費と回答した割合が 97.8％で最も多く、荷役費がこれに続いている（図表７）。 

 

図表６ 値上げ要請の有無  図表７ 値上げを要請されたコストの種類 

２）値上げ要請の応否 

値上げ要請があったとの回答した企業（156 社）のうち、120 社（76.9％）の

企業が「応じた」と回答した（図表８）。値上げに応じたコストの種類につい

ては輸送費と回答した割合が 112 社で最も多かった（図表９）。     

 

図表８ 値上げ要請に対する応否  図表９ 値上げに応じたコストの種類 

 

  

（N=218）

（N=156）
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2.4 マクロ物流コスト 

 

１）マクロ物流コストの推移 

マクロ物流コストは、公的な統計データなどをもとに、国全体としての物流コ

ストの総額を国民経済的な視点で推計したものである。図表 10 は、日本における

マクロ物流コストの推移を示したものである。2015 年度のマクロ物流コストは

48.3 兆円であった。 

 

図表 10 マクロ物流コストの推移 
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１．調査の概要 

 

1.1 調査の目的 

 物流システム機器は生産や流通の効率化、高付加価値化に重要な役割を果たして

おり、我が国経済の発展のためにもその発展と成長が期待されている。そのために

は、関係する企業が適切な経営判断を行えるよう、物流システム機器についての定

量的で継続性のあるデータが不可欠である。 

 このようなことから、物流システム機器の生産出荷状況を定量的かつ継続的に把

握することを目的として、標記の調査を実施するものである。なお、本調査は「物

流システム機器推進部会」（旧：物流システム機器懇談会）が1985年度から実施し

ている統計を実質的に継承しているが、2007年度調査より新たに調査委員会を設置

し、一般社団法人日本物流システム機器協会・統計委員会の協力を得て、調査内容

の検討・分析を行っている。 

 

1.2 調査対象と期間 

国内主要物流システム機器メーカを対象とし、今回は、2017年4月から2018年3月

までの実績を調査集計したものである。 

 業種別調査は、調査対象25機種について、機種別に売上件数ベースで主要出荷先

上位10業種を選択し、金額構成比を記入する方式としている。各社の各機種の売上

金額に金額構成比を乗じて、各機種および小計別に、売上金額の上位10業種および

金額のトータルを、グラフにまとめている。 

 なお、1997年度よりフォークリフト等、産業車両分野は一般社団法人日本産業車

両協会の調査による統計を別枠で掲載している。2017年度フォークリフトは国内販

売実績81,005台で、国内販売向け金額は2,216億200万円である。輸出販売実績は3

6,092台である(一般社団法人日本産業車両協会において、輸出向け販売金額は現

在調査していない)。 
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また、2006年度より、一般社団法人日本パレット協会が調査を実施しているパレ

ット（木製パレット・金属製パレット・プラスチック製パレット・シートパレット・

紙製パレットの合計）の生産数量および出荷額をあわせて別枠で掲載している。2

017年度パレットは生産数量が前年比9％増加の6,927万枚で、出荷額は1,788億円

となっている。 

 

1.3 調査の内容 

１）対象機器 

1･2 パレット用自動倉庫 

(ビル式・ユニット式) 

・一般的にパレット積みされユニット化された荷を、多段高層

の棚及びスタッカークレーン等を使用して自動的に搬入・搬

送・搬出できる保管庫をいう。 

・また、荷を直接ハンドリングするパレットレスのものも含む。

（ビール樽、新聞用紙など） 

3 バケット用自動倉庫 

(ユニット式) 

・通箱、バケット、カートンを単位としたもの。 

4 天井走行台車 ・天井空間に設置し、軌道ないし台車に駆動力を持つもの。 

・基数は台車の数量とする。金額には軌道・制御装置を含む。 

5 有軌道台車システム ・軌道ないし台車に駆動力を持つもの。 

・基数は台車の数量とする。金額には軌道・制御装置を含む。 

6 無軌道台車システム ・各種センサーにより誘導される無人搬送台車。 

・基数は台車の数量とする。金額には制御装置を含む。 

7 仕分機 ・自動にて荷の仕分けを行うもの。 

・構成範囲はインダクション部（誘導部、商品投入部）からソ

ータ本体、仕分けシュートまで。（リサークルラインはケー

ス搬送用コンベヤとする） 

・基数は、台数とする。 

8 パレット搬送用コンベ

ヤ 

・パレットを被搬送物とするコンベヤ。 

・対象範囲：パレットを搬送するコンベヤすべてを含む、及び

コンベヤ本体を制御する本体制御を含む。 

9 ケース搬送用コンベヤ ・バケット及びカートンケースを対象としたコンベヤ。 

 ただし、石炭、鉱石、泥等のバルクを搬送するものは除く。 

・対象範囲：ケースを搬送するコンベヤすべてを含む、及びコ

ンベヤ本体を制御する本体制御を含む。 

10 ハンガー式コンベヤ ・天井空間に設置し、ハンガー商品を吊下げて搬送するコンベ

ヤ。 

・対象範囲：物品を吊り下げて搬送するコンベヤで、本体・装

置・制御全体を含む。 
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11 デジタルピッキング表

示器 

・コンピュータの指示によりピッキングする品物の位置と数量

を表示する装置。  

・対象範囲：表示器を取り付けている流動棚、中軽量棚、コン

ベヤは含まない。ただし、回転棚に取り付けているピッキン

グ表示器は回転棚に含む（バーチカル・ホリゾンタル共）。 

・制御関係は本体制御を含み、指示するコンピュータはコンピ

ュータに集計する。 

12 ピッキング台車 ・ピッキングする品物の位置と数量を表示する装置を取り付け

ているピッキング用の台車。 

・対象範囲：ピッキング台車本体及びコンソールと、付属する

部品（充電器等）も含む。 

13･14 回転棚(垂直式･水平式) ・荷の軽重、制御レベルを問わない。垂直、水平両方式の回転す

る棚。 

・基数は、台数とする。 

15･16 移動棚(電動式・手動式) ・電動、手動にて移動する機構を備えた棚。 

・基数は、台数とする。 

17 重量棚 ・パレット単位のユニットロードを格納する棚。 

  (ネスティングパレットを含む) 

18 中軽量棚 ・カートン単位、またはバケット単位などを格納する棚で、1棚

当りの重量が約500kg以下のもの。 

19 流動棚 ・カートン単位またはバケット単位のものを、傾斜の付いた棚

に置き、前面での取り出しを容易にさせたもの。 

20 パレタイザ／デパレタ

イザ 

・バケット、カートンケース、袋物等の物品を自動にてパレッ

ト上に整列集積（或いは分離）する装置。 

・機械式、ロボット式のいずれの方式も含む。 

21 パレット搬送用垂直搬

送機 

・複数の搬入出装置を備え、連続で搬送物を垂直搬送する装置。

(パレットを被搬送物とする) 

・ただし、エレベータ、小荷物専用昇降機は含まない。 

22 ケース･ピース搬送用垂

直搬送機 

・複数の搬入出装置を備え、連続で搬送物を垂直搬送する装置。  

(バケット及びカートンケースを対象とする) 

・ただし、エレベータ、小荷物専用昇降機は含まない。 

23･24 コンピュータ 

(ハード･ソフト) 

・物流機器の情報処理と在庫監視を同期化して行うコンピュータ

システムのハード・ソフト。 

25 ＷＭＳ ・物流センター・倉庫等で入荷から出荷までの一連の作業を支

援するコンピュータシステム(ハード・ソフト)。  

・対象範囲：物流設備の有無、物流設備との接続の有無を問わ

ない。 

26 その他 ・以上1～25の分類に該当しないもの。 
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２）調査項目 

前項であげた各々の機種につき、Ａ売上件数、Ｂ基数、Ｃ総売上金額、Ｄ海外向

金額を調査しており、数値の重複を避けるため、以下の区分で調査を行なっている。 

    Ｍ：同業他社向けに売買したもの 

    U1：エンドユーザー、商社などと売買したもの 

    U2：ゼネコン･エンジニアリング･コンピュータ会社と売買したもの 

    Ｃ：クリーンルーム向けに売買したもの 

Ｃ総売上金額、Ｄ海外向金額の数値はいずれも売上ベースであり、売上件数に対

応する据付、調整工事を含む全金額とする。ビル式の場合には土木、建築工事の金

額を含むものとする（建築の範囲：ラックに付属する屋根･壁）。Ｄ海外向金額は

Ｃ総売上金額の内数である。 

なお、売上件数については、例えば同一顧客企業に２回以上納品した場合、部品

だけを納品した場合等、回答企業によりカウントの方法が異なる回答が含まれてい

る可能性があり、注意が必要である。 

業種別調査は、売上金額を出荷先業種別に調査したものである。業種別調査は、

下記の業種分類により調査を行っている。ただし、業種別調査は出荷先上位10業種

のみの調査であることに加え、業種別の回答が得られない企業があることから、業

種別売上高の総計が総売上金額に一致しない場合がある。 
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業種別調査の業種分類 
業種分類 大分類 業種分類 大分類 

1 建設  8 その他 191 小売業 5 卸・小売 

2 食料品製造 3 食品・医薬等 192 通信販売   

3 繊維･衣服 4 その他製造 20 自動車販売 8 その他 

4 パルプ･紙加工   21 自動車整備サービス   

5 出版･印刷   22 サービス業   

6 化学   23 倉庫業 6 倉庫・運輸 

7 医薬･化粧品･塗料 3 食品・医薬等 24 陸運   

8 石油･ゴム製品 4 その他製造 25 海運   

9 ガラス･窯業･土石製品   26 空運   

10 鉄鋼     27 鉄道   

11 非鉄･金属製品   28 通信 8 その他 

12 一般機械器具   29 電気･ガス･水道   

13 電気機械器具 1 電機・精密機器 30 官庁･学校 7 官庁・図書館等 

14 自動車/輸送用機械器具 2 輸送機器・部品 31 団体･組合(JA 等)   

15 精密機械器具 1 電機・精密機器 32 ホテル 8 その他 

16 自動車部品製造 2 輸送機器・部品 33 病院 7 官庁・図書館等 

17 その他製造 4 その他製造 34 図書館   

18 卸売業(商社含) 5 卸・小売 35 その他 8 その他 

 

２．調査の結果 

 

2.1 全体の推移 

集計の結果、2017年度の物流システム機器の総売上金額は、2016年度の462,

594百万円から0.1％増の462,643百万円となった（図表１）。また、売上件数

は2016年度の136,861件から139,242件へと増加した。 

 景気回復の進展により、設備投資意欲は2016年度から継続し高まっている

が、総売上金額はほぼ横ばいである（図表２）。一方で後述する受注金額が

増加傾向にあることを踏まえると、労働力不足による着工や工期の遅れや、

受注時にすでにスケジュールの後ろ倒しがなされているものと推察される。

さらには、資材調達先もまた労働力不足により生産の遅れが発生し、全体の

スケジュールに影響を与えている可能性も考えられる。 

 売上金額を業種別に見ると、「電機・精密機器」に対する売上の比率が、

依然として高水準となっている（図表３）。 

 なお、2013年度調査から業種分類を変更しており、従来では、「小売業」
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の内数であった「通信販売」を新たな種分類として独立させ、調査している。

2017年度の「通信販売」への売上金額は21,811百万円となり、これは総売上

金額の約4.8％である。 

 

図表１ 総売上金額の推移 
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図表２ 物流システム機器の総売上高（長期時系列） 

 

注：2003年度より、クリーンルーム向け（図中のＣ）を調査対象に加えており、 

それ以前との比較のため、Ｃを除いたグラフも掲載した。 

 
図表３ 業種大分類別売上高の推移 

（左：金額ベース／右：構成比） 

  

 

 
 

注：売上高の業種別構成比の記入がない回答があるため、総売上金額の合計と一致しない。 
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2.2 各機種の動向 

 

■自動倉庫（1～3） 

自動倉庫全体の売上金額を見ると、前年度の99,667百万円から2017年度は114,3

92百万円へと増加（14.8％）した。機種別に見ると、パレット用自動倉庫（ユニッ

ト式）の売上金額が、47,249百万円から54,307百万円へ増加（14.9％）となった。

 また、クリーンルーム向けについては、37,466百万円から46,966百万円へと約2

5.4％増加する結果となった。基数（パレット数）は1,570千パレットから1,645千

パレットへ増加（4.8％）している。 

■台車系（4～6） 

台車系は、2009年度に大幅に減少したが、2010年度以降は毎年、売上金額が増加

していた。しかし、2017年度については、89,902百万円から80,105百万円へと10.

9％減少した。基数は7,742台から7,607台へ減少（△1.7％）した。 

 機種別にみると、天井走行台車が70,463百万円から60,059百万円（△14.8％）に、

有軌道台車システムが9,725百万円から9,546百万円（△1.8％）へ減少、無軌道台

車システムは9,714百万円から10,500百万円（8.1％）へ増加という結果となった。 

■コンベヤ系（8～10） 

 コンベヤ系は、2010年度以降４カ年連続で増加を続けた後、2014年度に減少し、

2015年度以降はまた増加していたものの、2017年度の売上高は116,741百万円から

108,296百万円に減少（△7.2％）した。機種別には、ケース搬送用コンベヤが59,

665百万円から55,899百万円（△6.3％）、パレット搬送用コンベヤが45,773百万円

から43,875百万円（△4.2％）、ハンガー式コンベヤが11,303百万円から8,521百万

円（△24.6％）へと減少する結果となった。 

 コンベヤ系は従来からクリーンルーム向けの売上金額の割合が小さく、大勢には

影響を与えないが、クリーンルーム向けの売上金額については、8,642百万円から

8,814百万円へと増加（2.0％）した。 
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■仕分け・ピッキング系（7,11～12） 

 仕分け・ピッキング系は、物流システム機器の中では好不況の影響が比較的少な

く、他の機種と比べると例年、売上金額の変動は小さいが、2017年度は前年度の3

8,594百万円から31,425百万円へと減少（△18.6％）している。 

 全体の過半は仕分機が占めているなか、仕分機の売上金額は、29,355百万円から

24,413百万円に減少（△16.8％）、基数についても、3,871台から3,500台へと減少

（△9.6％）している。なお、仕分機の主たるユーザは卸・小売、倉庫・運輸等の

内需関連産業であり、設備投資の波動が大きくないため、長期的にみても安定した

売上を維持している。デジタルピッキング表示器も、売上金額が8,516百万円から

6,492百万円へと減少（△23.8％）している。 

■回転棚・移動棚（13～16） 

 回転棚・移動棚の売上高は、好不況の影響で多少増減するものの、近年は安定的

に推移しているが、2017年度は前年度の14,856百万円から17,682百万円へと増加

（19.0％）している。 

 機種別にみると、売上金額の大半（88.7％）を移動棚が占めている。移動棚の売

上は電動式が8,328百万円から11,310百万円（35.8％）、手動式も4,292百万円から

4,427百万円へと増加（3.2％）となった。回転棚（垂直式）は704百万円から957百

万円へと増加（35.9％）しているが、回転棚（水平式）については、1,532百万円

から988百万円へと大きく減少（△35.5％）している。 

 なお、本調査の調査対象はオフィスなど通常の物流以外の領域を含んでいる。業

種別調査の結果を見ると、たとえば移動棚（手動式）では「官庁・図書館等」向け

が約2/3を占めている。 

■棚（17～19） 

 棚は、重量棚、中軽量棚、流動棚の３機種からなる。売上金額は30,330百万円か

ら30,833百万円へと微増（1.7％）した。重量棚が8,387百万円から8,489百万円に

（1.2％）、中軽量棚が20,635百万円から21,572百万円に増加している（4.5％）。
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一方で、流動棚が1,308百万円から772百万円に（△41.0％）減少した。 

 なお、棚の出荷先は、卸・小売、倉庫・運輸、官庁・図書館等が多く、年によっ

て変動があるが、この３業種で概ね過半を占めている。 

■パレタイザ/デパレタイザ（20） 

 パレタイザ／デパレタイザは、2009年度の一時的減少を除くと、景気の影響を大

きく受けず長期的に安定的な水準を維持している。2017年度は、前年度の売上高1

3,619百万円から13,291百万円へと微減（△2.6％）した。基数でみると、925台か

ら1,182台と増加（27.8％）となっている。 

 業種別調査の結果によると、出荷先業種は「その他製造」と「食品・医薬等」が

それぞれ半分程度を占めており、両業種で大半を占める。 

■垂直搬送機（21～22） 

 垂直搬送機は、売上金額が11,314百万円から11,823百万円へと増加（4.5％）し

ている。 

 機種別にみると、パレット搬送用垂直搬送機は9,047百万円から8,398百万円に

減少（△7.2％）、一方、ケース・ピース搬送用垂直搬送機は2,267百万円から3,4

25百万円へと増加（51.1％）している。 

 業種別に見ると、ケース・ピース搬送用垂直搬送機の出荷先は、「電機・精密機

器」、「食品・医薬等」向けで6割以上を占めている。パレット搬送用垂直搬送機

は倉庫・運輸が４割程度（38.2％）を占める。 

■コンピュータ（23～25） 

 コンピュータは、物流システム機器の情報処理や在庫管理を行う、一般的には制

御系の機能を含むコンピュータソフト・ハードと、ＷＭＳ（倉庫管理システム）か

らなる。 

 このうちＷＭＳについては、本統計が主として物流システム機器のメーカー（エ

ンジニアリング会社を含む）を調査対象としており、カバレッジが充分でない点に

留意が必要である。特に、大手情報システムベンダーでは、ＷＭＳの機能を含む物
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流情報システムを個別に開発しているケースが多いと思われるが、上記の理由から

本調査ではカバーできていない。 

 コンピュータ全体の売上金額をみると、2017年度は、前年度の22,580百万円から

27,922百万円へと増加（23.7％）した。機種別に見ると、コンピュータ（ハード）

が6,994百万円から8,555百万円へ（22.3％）、コンピュータ（ソフト）は12,217百

万円から15,071百万円へと増加（28.5％）した。なお、コンピュータは物流システ

ム機器の制御等に利用されるものが多く、他の機種の出荷傾向に影響を受ける。 

 

2.3 最後に 

 

 以上で見てきたとおり、2017年度の総売上金額は前年度とほぼ変わらず、引き続

き高い数値となった。 

  日本経済の回復に伴う企業の設備投資意欲は依然高いとされており、また深刻化

するロジスティクス・物流における労働力不足への対応として、省力化・自動化に

向けた動きは今後加速すると思われる。一方で、2018年に発生した大阪府北部を震

源とする地震（大阪府北部地震）や西日本での豪雨（平成30年7月豪雨）といった

災害対応や、2020年の東京オリンピックに向けた建設ラッシュが本調査に与える影

響について、引き続き注視していきたい。 

 なお、本調査では、四半期毎の受注額も調査を行っている。受注調査では、売上

高ベースで出荷調査の85％程度に相当する企業の回答を得ている。受注は出荷の先

行指標であるが、2017年度の出荷額は、2016年度の受注金額（448,164百万円）の

101％程度であり、受注金額と次年度の出荷額は、ある程度近似していると考える

ことができる。 

 2017年度の受注金額は5,603億円と2016年度と比較し大きく増大しており、（図

表4）、2018年度の売上金額も増加傾向にあると予測される。 

 我が国製造業は、米国や中国といった大国の政治・経済の不安定要素や、アジア
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各国との競争激化など、依然、予断を許さない状況に置かれている。また国内では

少子高齢化が進み、「物流危機」とまで呼ばれるほど深刻化した労働力不足が課題

となるなか、各企業においてはさらなる物流の効率化が急務となっている。 

 こうした状況のもと、物流現場の省力化・自動化を実現する物流システム機器へ

のニーズはさらに増すものと考えられることから、物流システム機器業界として、

産業界の発展に貢献するためにも、さらなる技術革新と標準化を推進し、安全で環

境負荷の少ない物流システム機器を提供することが重要である。 

 

 

図表４ 物流システム機器の受注額との比較（参考） 

 グラフは、各年度における「売上金額」と「受注金額」を表す。大型の機器等で

は、受注と売上（出荷）には１年ないしそれ以上のタイムラグが生じる。そのため、

受注は売上（出荷）の先行指標となる。 

 

出典：物流システム機器の受注統計整備に関する調査 

注：本調査の回答企業は、売上高ベースで「出荷統計調査」の85％程度に限ら

れる。 
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